
町税
125,480

繰越金 39,435 諸収入 21,359 その他 79,338

道支出金
76,223

町債
124,863 国庫支出金

191,434

地方消費税
交付金
31,160

その他交付金
18,401

歳入決算
108億5,631万円

自主財源（24.5％）

・寄附金   29,997
・使用料および手数料   20,477
・繰入金   18,619
・分担金および負担金   7,505
・財産収入 2,740

依存財源（75.5％）
地方交付税
377,938

・地方譲与税 10,619
・地方特例交付金 3,647
・法人事業税交付金 1,595
・ゴルフ場利用税交付金 852
・環境性能割交付金 668
・株式等譲渡所得割交付金 445
・配当割交付金 365
・交通安全対策
・特別交付金 139
・利子割交付金 71

・町民税 55,031           ・固定資産税 51,807  
・町たばこ税 10,167    ・都市計画税 4,866
・軽自動車税 3,502     ・入湯税 107

　一般会計の歳入総額は 108 億 5,631 万 3,283 円、歳出総額は 105 億 4,484 万 520 円となり、差額
の 3 億 1,147 万 2,763 円を次年度に繰り越しました。なお、繰越額の中には、次年度に実施する事業
財源 37 万 5,000 円が含まれているため、実質収支は 3 億 1,109 万 7,763 円となりました。

◆
一
般
会
計
歳
出

　

歳
出
は
、
前
年
度
比
で
約
７
５
８
０
万
円
の
減
と

な
り
ま
し
た
。
増
減
が
大
き
い
費
目
と
し
て
は
、
土

木
費
が
約
１
億
８
７
７
２
万
円
の
増
、
総
務
費
が
約

３
億
６
１
９
４
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
全
体
の
構
成
は
、
総
務
費
が
最
も
多
く
、
次

に
民
生
費
、
土
木
費
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●大切な税金の使い道をお知らせします●大切な税金の使い道をお知らせします
令和 3 年度の一般会計・特別会計・企業会
計の決算が 9 月議会定例会議で、認定され
ましたので、決算の内容と主な事業成果の
概要をお知らせします。

◆
一
般
会
計
歳
入

　

歳
入
は
、
国
庫
支
出
金
や
道
支
出
金
の
減
な
ど
に

よ
り
、
前
年
度
比
で
約
１
億
５
８
６
８
万
円
の
減
と

な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
全
体
の
構
成
は
町
税
や
使
用
料
な
ど
、
町

が
独
自
に
確
保
し
て
い
る
自
主
財
源
の
割
合
が
24
・

５
％
、
地
方
交
付
税
や
国
・
道
か
ら
の
交
付
金
な
ど

の
依
存
財
源
の
割
合
が
75
・
５
％
と
な
り
ま
し
た
。

歳出決算
105億4,484万円

民生費
197,317

総務費
327,745

公債費
111,046

土木費
172,339

衛生費
58,816 教育費

70,931

消防費
32,092

労働費　　        678

議会費　　  6,205
諸支出金　  4,657
災害復旧費   1,877

商工費　   22,626

農林
水産業費
48,155

差引額　約　億 1,147 万円3
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【問い合わせ】経営企画課行政経営グループ　☎ 73-7503

決決　　算算　　報報　　告告
令和3年度

※単位：万円
（万単位にそろえているため

端数が合わない場合あり）

一般会計

　

特
別
会
計
は
特
定
の
事
業
目
的
の
た

め
に
一
般
会
計
と
区
分
し
た
会
計
で
、

町
に
は
６
つ
の
特
別
会
計
が
あ
り
ま
す
。

1
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

町
民
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た
め
保

険
給
付
を
行
い
、
医
療
保
障
の
充
実
に

努
め
ま
し
た
。　

2
北
海
道
介
護
福
祉
学
校
特
別
会
計

　

社
会
情
勢
な
ど
に
よ
り
入
学
者
数
は

定
員
数
に
満
た
な
い
も
の
の
、
介
護
福

祉
士
人
材
の
求
人
数
は
堅
調
で
開
校
以

来
33
年
連
続
就
職
率
１
０
０
％
を
達
成

し
ま
し
た
。

3
介
護
保
険
特
別
会
計

　

要
支
援
者
・
要
介
護
者
が
能
力
に
応

じ
、
自
立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
こ
と

が
で
き
る
よ
う
保
険
給
付
を
行
っ
た
ほ

か
、
介
護
予
防
を
推
進
し
ま
し
た
。

4
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

高
齢
者
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た

め
、
資
格
管
理
の
窓
口
事
務
な
ど
を
行

い
、健
全
な
医
療
給
付
を
進
め
ま
し
た
。

5
住
宅
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

分
譲
中
の
朝
日
４
丁
目
住
宅
団
地

（
第
４
期
）
の
管
理
お
よ
び
販
売
促
進

を
行
い
ま
し
た
。

6
工
業
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

分
譲
中
の
第
４
工
業
団
地
の
管
理
お

よ
び
販
売
促
進
を
行
い
ま
し
た
。

会計名 歳入决算額 歳出决算額 差　引
1国民健康保険特別会計 15 億 2,690 万円　　　　　　15 億 2,423 万円　　　　　　 267 万円
2北海道介護福祉学校特別会計 1 億 2,225 万円 1 億 2,204 万円 21 万円
3介護保険特別会計 13 億 8,891 万円 13 億 2,635 万円 6,256 万円
4後期高齢者医療特別会計 2 億 4,067 万円 2 億 4,058 万円 9 万円
5住宅団地造成事業特別会計 3,411 万円 995 万円 2,416 万円
6工業団地造成事業特別会計 2,604 万円 2,604 万円 0 万円

合　計 33 億 3,888 万円 32 億 4,919 万円 8,969 万円

収益的収支 決算額
収入額 6 億 8,768 万円
支出額 5 億 2,249 万円
純利益 1 億 6,519 万円

資本的収支 決算額
収入額 2 億 5,916 万円
支出額 5 億 6,495 万円
不足額 3 億　579 万円

2下水道事業会計

　

水
道
事
業
と
下
水
道
事
業
は
、
企
業

の
経
営
成
績
、
財
政
状
況
を
明
ら
か
に

す
る
た
め
、企
業
会
計
方
式
を
採
用
し
、

事
業
に
必
要
な
経
費
は
、
経
営
に
伴
う

収
入
（
上
・
下
水
道
料
金
）
を
も
っ
て

充
て
る
と
い
う
独
立
採
算
制
を
原
則
に

経
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

1
水
道
事
業
会
計

　

水
を
作
り
、
家
庭
な
ど
に
届
け
る
た

め
の
経
費
（
収
益
的
収
支
）
で
は
約
３

０
０
６
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た

が
、
浄
水
場
の
設
備
更
新
や
配
水
管
の

整
備
な
ど
の
経
費
（
資
本
的
収
支
）
で

は
約
１
億
９
０
９
６
万
円
の
不
足
と
な

り
ま
し
た
。

2
下
水
道
事
業
会
計

　

下
水
道
管
や
下
水
道
管
理
セ
ン
タ
ー

の
維
持
管
理
に
必
要
な
経
費
（
収
益
的

収
支
）
で
は
約
１
億
６
５
１
９
万
円
の

黒
字
と
な
り
ま
し
た
が
、
下
水
道
管
理

セ
ン
タ
ー
の
設
備
更
新
な
ど
の
経
費

（
資
本
的
収
支
）
で
は
約
３
億
５
７
９

万
円
の
不
足
と
な
り
ま
し
た
。

　　

各
会
計
の
不
足
額
は
、
収
益
的
支
出

の
う
ち
現
金
の
支
出
を
必
要
と
し
な
い

費
用
に
よ
っ
て
生
じ
た
資
金
（
損
益
勘

定
留
保
資
金
な
ど
）で
補
填
し
ま
し
た
。

収益的収支 決算額
収入額 3 億 7,808 万円
支出額 3 億 4,802 万円
純利益 3,006 万円

資本的収支 決算額
収入額 1 億 5,184 万円
支出額 3 億 4,280 万円
不足額 1 億 9,096 万円

1水道事業会計

特別会計

企業会計



令和 3年度事業実施結果の一部を紹介 -栗山町第 6次総合計画の主要施策より

災害用物資の計画的な備蓄を進める
とともに備品保管倉庫を整備します。

土
曜
授
業
（
福
祉
学
習
）
の
実
施

新
た
に
備
蓄
し
た
食
料

3,2923,292千円千円 1,1461,146千円千円

コミュニティスクール（学校運営
協議会制度）の導入を進めます。

計画事業
37

計画事業
11

※栗山町第６次総合計画に掲載されている計画事業番号、事業名、決算額および計画事業に関連した写真を掲載しています。

認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
の
実
施

く
り
や
ま
ウ
ォ
ー
ク
ラ
リ
ー
の
実
施3,3563,356千円千円 66,21466,214千円千円

生活支援を中心とした地域包括ケ
アの充実を図ります。

計画事業
102

計画事業
67

ものづくりＤＩＹ工房の導入・活用を
推進します。

も
の
づ
く
り
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
実
施 17,00817,008千円千円

計画事業
193

新規就農者の受け入れを進めます。

研
修
を
終
え
、
経
営
を
開
始
し
た
新

規
就
農
者

29,74529,745千円千円

計画事業
110

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
局
開
設
に
向
け

た
Ｐ
Ｒ
イ
ベ
ン
ト
の
実
施

コミュニティ放送により、町民との情報
共有手段の充実を図ります。

計画事業
186

13,55013,550千円千円

整
備
し
た
元
町
通
り

新町地区の再開発整備事業に取り
組みます。

計画事業
152

592,003592,003千円千円
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年齢や技術・技能の段階に応じた
生涯スポーツを推進します。

　

今
月
号
に
掲
載
し
た
決
算
概
要
の

ほ
か
、
栗
山
町
第
６
次
総
合
計
画
に

基
づ
き
令
和
３
年
度
に
実
施
し
た
主

要
施
策
の
成
果
、
ま
ち
の
財
政
状
況

な
ど
、
よ
り
具
体
的
な
決
算
内
容
を

ま
と
め
た
冊
子
を
作
成
し
ま
し
た
。

　

冊
子
は
、
左
記
の
施
設
窓
口
に
配

置
し
て
い
る
ほ
か
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
も
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
ぜ

ひ
ご
覧
く
だ
さ
い
。

◆
役
場
新
庁
舎
１
階
ロ
ビ
ー

◆
カ
ル
チ
ャ
ー
プ
ラ
ザ
「
Ｅ
ｋ
ｉ
」

◆
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー「
し
ゃ
る
る
」

◆
農
村
環
境
改
善
セ
ン
タ
ー

◆
南
部
公
民
館

◆
図
書
館

　
「
財
政
健
全
化
法
」
と
は
、
財
政
の
健
全

性
を
示
す
左
記
の
指
標
を
導
入
し
、
再
建
の

枠
組
み
を
定
め
た
法
律
で
す
。
町
で
は
、
計

画
的
か
つ
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
ま

す
が
、
実
質
公
債
費
比
率
な
ど
の
状
況
は
依

然
と
し
て
全
道
平
均
を
上
回
っ
て
お
り
、
厳

し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
状
況

指　標 (%) 指標の説明 比率
（R3決算）

全道平均
（R2決算）

早期健全
化基準

財政再生
基準

実質公債費比率

一般会計が負担す
る元利償還金など
の標

※
準財政規模に

対する比率

10.3 7.0 25.0 35.0

将来負担比率

一般会計が将来負
担すべき実質的な
負債の標準財政規
模に対する比率

33.2 38.3 350.0  

　この指標のほかにも「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「資本不足比率」の指標
がありますが、全ての会計が黒字決算で比率が生じていないため省略しています。
※標準財政規模とは、標準税収入額などに普通交付税を加算した額です。

単位：億円

　  平成29年度 　  平成30年度 　  令和元年度 　  令和3年度

9.4   10.3

　    令和2年度

   10.0

   5.0

   12.2

   10.0

   15.0

   10.1

   17.5

　

安
定
し
た
財
政
運
営
を
進
め
る

た
め
の
貴
重
な
財
源
と
し
て
、
決

算
に
伴
う
余
剰
金
の
一
部
や
、
寄

附
金
な
ど
を
原
資
と
し
て
積
み
立

て
た
基
金
の
年
度
末
残
高
は
、
一

般
会
計
分
で
約
17
億
５
０
８
３
万

円
に
な
り
、
前
年
度
比
で
約
５
億

２
３
２
４
万
円
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

な
お
、
令
和
３
年
度
に
お
け
る

取
崩
額
は
約
１
億
８
５
７
３
万

円
、
積
立
額
は
約
７
億
８
９
７
万

円
で
す
。

　

町
債
（
町
の
借
入
金
）
に
は
、

毎
年
の
財
源
負
担
を
平
均
化
す
る

役
割
と
、
現
在
と
将
来
の
町
民
負

担
を
公
平
に
す
る
役
割
が
あ
り
、

町
で
は
財
政
状
況
を
悪
化
さ
せ
な

い
よ
う
、
栗
山
町
第
６
次
総
合
計

画
や
行
財
政
改
革
推
進
計
画
な
ど

に
基
づ
き
、
計
画
的
な
借
り
入
れ

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

町
債
の
年
度
末
残
高
は
全
会
計

分
で
約
１
５
１
億
２
８
２
８
万
円

と
な
り
、
前
年
度
比
で
約
１
億

５
７
３
２
万
円
の
減
と
な
り
ま

し
た
。

単位：億円

   157    152
   163

   150

   168

   100

     50

   151

　  平成29年度 　  平成30年度 　  令和元年度 　  令和3年度　    令和2年度

詳
し
い
情
報
は

詳
し
い
情
報
は

別
冊
資
料
を
ご
覧
く
だ
さ
い

別
冊
資
料
を
ご
覧
く
だ
さ
い

ホームページは
こちら

基金残高の推移 ( 一般会計）町債残高の推移（全会計）


